
厚生労働省委託事業

参加
無料

日 時

開催形式

定 員

２０２１年１１月９日（火）

１３：００～１５：００

定員300名 参加費無料
企業の人事労務担当者をはじめ、
全国各地どなたでも参加いただけます。

職場内研修実施のポイント解説

先進企業の取組事例紹介

グループワーク

男性の育児休業
取得促進セミナー（基礎編）

男性の育児参画は、「育児をしたい」という男性の希望の実現に加え、企業にとっても、働き方の見直しに
つながるなどのメリットがあります。そこで、企業における男性の育休や育児目的休暇の取得を進めるため、
育休取得のメリットや企業の取組事例などを紹介するセミナーを実施します。

また、今年度、育児・介護休業法が改正され、企業における職場環境の整備や、これから子どもが産まれる
従業員への個別周知など新たな義務が設けられるとともに、男性向けの新たな育児休業制度が制定されました。
令和４年４月１日以降順次施行されるこれらの新制度について本セミナーで解説し、企業の取組を進めるため
の情報を提供いたします。

参考となる企業の取組事例について、
どのような課題があり、それをどのように

工夫して解決したか、また、どのような効果
（メリット）があったかなどをご紹介します。

企業で研修を実施するため、また自社の取組
を進めるための以下のポイントを解説します。
①新制度の概要、企業の義務
②男性の育休取得のメリット
③育休取得のための方策 など

現在の職場の状況や男性が育休を取得で
きるようにするためにはどうすればよいかを
グループで検討します。

他社の実態や事例を聞くことで、自社での
取組のヒントを得ることができます。

※セミナー詳細は、
セミナー専用HPをご覧ください。
https://www.tokiorisk.co.jp/seminar/
2021/ikumen2021.html

申込方法

WEB、Eメール
※詳細は裏面をご確認ください。

ZoomWEBセミナー
（ZoomのWEBミーティングによる講師の講演、
ブレイクアウトルーム機能によるグループ
ディスカッションを実施します。）

主催：厚生労働省・宮城県・みやぎの女性活躍促進連携会議

講師

～改正育児・介護休業法に沿った職場内研修のポイントなどを解説します～

坂本 直紀（さかもと なおき） 坂本直紀 社会保険労務士法人代表

[プロフィール・資格等] 
中小企業診断士/特定社会保険労務士/厚生労働省 パワハラ対策企画委員会メンバー 等



お申込方法

Eメールでのお申込の方

下記の事項をご記入の上、Eメールにてお申し込みください。
ikumen@tokiorisk.co.jp

厚生労働省 委託事業

男性の育児休業取得促進セミナー
参加申込 必要事項

お申込み
お問い合わせ

０３-５２８８-６５８３ ikumen@tokiorisk.co.jpTEL MAIL

男性の育児休業取得促進事業セミナー事務局
東京海上ディーアール株式会社 製品安全・環境本部内
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1 大手町ファーストスクエアウエストタワー23F

WEBでのお申込の方

https://www.tokiorisk.co.jp/seminar/2021/ikumen2021.html
もしくはQRコードよりWEBサイトにアクセスのうえ、お申込みください。

＜個人情報の取扱いについて＞
送信いただいた個人情報は、本セミナーの運営、主催者・共催者および弊社が実施する官公庁事業等における人事・労
務関連のセミナー等の情報提供の目的のために使用いたします。当社は、ご本人の同意を得ないで、この利用目的の
達成のために必要な範囲を超えて登録者の個人情報を利用いたしません。なお、当社が求める個人情報をご提供いた
だけない場合、または登録内容に不備がある場合には、お申込を受け付けることができない可能性があります。当社に
ご登録いただいた個人情報の利用目的の通知、開示、訂正・追加・削除、利用・提供の拒否権を希望される場合には、
ご本人であることを確認させていただいたうえで、合理的な範囲で対応させていただきます。上記につき同意の上、セミ
ナーへの申し込みをお願いします。
個人情報に関する問い合わせ先：東京海上ディーアール株式会社 コーポレートサービス部 管理ユニット
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1大手町ファーストスクエア ウエストタワー23F TEL：03-5288-6580

開催日時

お名前（ふりがな）

ご職業 ※以下よりお選びください。

a. 会社員・団体職員（人事担当） f. 自治体職員（少子化担当）

b. 会社員・団体職員（人事担当以外） g. 自治体職員（d～f以外）

c. 会社・団体役員、事業主 h. 学生

d. 自治体職員（人事担当） i. その他（ ）

e. 自治体職員（労働担当）

会社名・業種 ※差し支えない範囲でご記載ください。

ご連絡先（メールアドレス）


